
特定求職者雇⽤開発助成⾦
要点まとめ

※当資料に従うことで、法令違反がないことを保証する資料ではありません。
※あくまで参考としてご活⽤いただくことを想定している資料です。実際の制度内容は国の資料等をご確認ください。
※当資料は、2025年5⽉時点の内容となっております。最新の情報は国の資料等をご確認ください。
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対象者例と事業主の共通要件

障害者や⾼齢者等、就職困難者の雇⽤機会増⼤と安定を図るため、ハローワーク等の紹介で継続雇⽤する事業主に⽀給されます。令和5年度より
⽣涯現役コースと被災者雇⽤開発コースは廃⽌され、65歳以上の⽅は特定就職困難者コースの対象となりました。

対象者例: ⾼齢者、障害者、⺟⼦家庭の⺟、発達障害者‧難治性疾患患者、⽣活保護受給者、就職氷河期世代の⽅等。 

事業主共通要件:

雇⽤保険適⽤事業主であること‧

関連書類を整備‧保管し、労働局等の調査に協⼒すること‧

定められた申請期間内に申請すること‧

対象労働者の採⽤⽇前後6ヶ⽉間に事業主都合による解雇等をしていないこと‧

労働保険料を滞納していないこと‧
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コース名 (最新情報)

基礎的コース特定就職困難者コース ⾼齢者(65歳以上含)、障害者、
⺟⼦家庭の⺟等

主な対象者 備考

60万〜240万円 (1〜3年)

助成額例 (期間)

発達障害者‧難治性疾患患者
雇⽤開発コース 発達障害者、難治性疾患患者 120万円 (2年)

主要コース概要 (中⼩企業への助成額例)

通算3ヶ⽉超の⽀援を受けている⽅⽣活保護受給者等雇⽤開発コース ⽣活保護受給者、⽣活困窮者 60万円 (1年)

就職氷河期コースの後継中⾼年層安定雇⽤⽀援コース
 (令和7年4⽉〜) 35〜59歳の正規雇⽤困難者 60万円 (1年)

IT‧グリーン分野、⼈材育成を重視成⻑分野等⼈材確保‧育成コース
 (令和6年10⽉〜要件緩和)

各コース対象者＋成⻑分野業務
 or 訓練‧賃⾦UP

通常コースの1.5倍
 (例:90万円〜/1年)
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申請⼿続と主な注意点

申請⼿続: ハローワークまたは許可/届出のある職業紹介事業者からの紹介により対象労働者を雇⽤し、⽀給対象期ごと(通常6ヶ⽉ごと)に管轄の
労働局またはハローワークへ申請します。

主な注意点:

⽀給対象期ごとの申請期限を厳守する必要があります。‧

雇⽤する前に対象労働者であることを確認する必要があります。‧

試⽤期間を設ける場合、本採⽤後の雇⽤契約が異なる場合は対象外となることがあります。‧

他の雇⽤関係助成⾦との併給調整が⽣じる場合があります。‧

制度内容は変更されることがあるため、常に厚⽣労働省の最新情報を確認してください。‧

ハローワーク等の紹介が必須であり、直接雇⽤は原則対象外です。‧


